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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　集合装置と、前記集合装置との間でデータ通信を行う少なくとも第１及び第２の端末装
置とからなる通信システムであって、
　前記端末装置と前記集合装置との間の通信状態の信号対雑音比を検出する信号対雑音比
検出部と、
　前記端末装置と前記集合装置との間の電力制御を行う送信出力制御部と、
　前記端末装置と前記集合装置との間で測定した信号対雑音比と基準値とを比較して割り
当てビット数を増減させ、雑音環境変化に適応したビットレートに制御するレート適応制
御部とを備え、
　前記第１の端末装置と前記集合装置との間の通信を開始する際に、前記第２の端末装置
と前記集合装置との間の信号対雑音比を検出し、前記検出した信号対雑音比と前記基準値
と比較しながら、前記第１の端末装置と前記集合装置との間の送信出力電力を制御する
　ことを特徴とする通信システム。
【請求項２】
　前記レート適応制御部は、前記基準値として、下限基準値である第１の基準値と当該第
１の基準値より大きい値である第２の基準値とを有し、測定した信号対雑音比が前記第１
の基準値を下回れば、割り当てビット数を減じてビットレートを下げ、測定した信号対雑
音比が第２の基準値を超えれば、割り当てビット数を増加させてビットレートを上げる制
御を行い、
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　前記送信出力電力の制御は、前記集合装置と前記第２の端末装置との間の信号対雑音比
が前記第１の基準値より低下したら、前記集合装置と前記第１の端末装置との間の送信出
力電力を一定にし、所定のタイムインターバルの経過後、前記レート適応制御により、前
記集合装置と前記第２の端末装置との間の信号対雑音比が前記第２の基準値まで回復した
ら、再び、前記集合装置と前記第１の端末装置との間の送信出力電力を増加させる処理を
繰り返して行う
　ことを特徴とする請求項１に記載の通信システム。
【請求項３】
　前記集合装置と前記第１の端末装置との間の送信出力電力を、漸次増加させる
　ことを特徴とする請求項１または請求項２に記載の通信システム。
【請求項４】
　さらに、前記第２の端末装置と前記集合装置との信号対雑音比を前記第２の基準値から
前記第１の基準値に変化させるときの前記第１の端末装置の送信出力電力を記憶した記憶
手段を備え、
　前記集合装置と前記第１の端末装置との間の送信出力電力を、前記記憶手段に記憶され
ている送信出力電力に基づいて瞬時に増加させる
　ことを特徴とする請求項１から請求項３までのいずれか１項に記載の通信システム。
【請求項５】
　集合装置と、前記集合装置との間でデータ通信を行う少なくとも第１及び第２の端末装
置とからなる通信システムの通信方法であって、
　前記第１の端末装置と前記集合装置との間の通信を開始する際に、前記第２の端末装置
と前記集合装置との間の信号対雑音比を検出するステップと、
　前記第２の端末装置と前記集合装置との間で測定した信号対雑音比と基準値とを比較し
て割り当てビット数を増減させ、雑音環境変化に適応したビットレートに制御するステッ
プと、
　前記検出した信号対雑音比と前記基準値と比較しながら、前記第１の端末装置と前記集
合装置との間の送信出力電力を制御するステップと、
　を備えることを特徴とする通信方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ｘＤＳＬ（Digital Subscriber Line）通信の技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　マンションのような集合住宅では、集合住宅内の配線方式としてメタリックケーブルが
使われている。このような集合住宅に高速回線を引き込む場合、共有スペースに集合装置
を設け、この集合装置を局側の光ファイバに接続すると共に構内のメタリックケーブルに
接続し、集合装置と各部屋のモデム装置との間を、ｘＤＳＬ（例えばＶＤＳＬ（Very hig
h bit-rate Digital Subscriber Line）方式でデータを伝送することが行われている。
【０００３】
　このような、集合住宅向けのｘＤＳＬ高速メタル通信では、隣接回線からの漏話等、周
囲の雑音の影響を受けやすい。そこで、周囲の雑音の変化に応じて、ＳＮＲ（Signal to 
Noise Ratio（信号対雑音比））マージンを確保できるようにサブキャリアにビットを再
割り当てし、雑音環境変化に応じた最適な帯域を確保するような制御が行われている。こ
のような機能は、ＳＲＡ(Seamless Rate Adaptation（シームレス・レート・アダプテー
ション）)と呼ばれている。図１７は、構内のメタリックケーブル１００の構造を示すも
のである。図１７は、１０対サブユニットと称されるもので、４本の導体を撚り合わせた
カッド１０１ａ、１０１ｂ、１０１ｃ、１０１ｄ、１０１ｅからなる。
　特許文献１には、パケットが一定時間流れない場合には、送信出力電力を低減させて、
消費電力を低減させるようにしたＤＳＬモデム装置が開示されている。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－３２３３０１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、図１７に示したような構造のメタリックケーブルでは、特に、同一のカ
ッド内の通信が開始されると、漏話による影響を強く受けることになる。また、同一カッ
ド内でなくても、近接するカッドでの通信では、漏話による影響を受ける可能性が高い。
例えば、カッド１０１ａ内のケーブル１０２ａでデータ通信が行われている間に、ケーブ
ル１０２ｂで他のデータ通信が開始されると、カッド１０１ａ内のケーブル１０２ａのデ
ータ通信では、漏話の影響を強く受け、カッド１０１ａ内のケーブル１０２ａのデータ通
信のＳＮＲマージンが急激に低下する。このため、ケーブル１０２ｂでの通信を開始する
際に、ケーブル１０２ｂでの通信電力を規定値まで瞬時に上げてしまうと、それまでデー
タ通信が行われていたケーブル１０２ａでデータ通信のリンク断が発生するようなことが
考えられる。
【０００６】
　このように、集合住宅向けのｘＤＳＬ高速メタル通信では、データ通信を開始する際に
、同一メタリックケーブル内の隣接回線への漏話等による影響が懸念される。また、特許
文献１に記載されているようなモデム装置を使う場合にも、再び送信出力電力が増加され
ると、同一メタリックケーブル内の隣接回線に対して漏話による影響を与える虞がある。
このため、データ通信を開始する際に、送信出力電力を規定値まで瞬時に増加させると、
他の回線に妨害を与えてしまい、妨害を受けた回線でエラーが発生したり、リンク切れを
起こしたりする等の問題が生じる。
【０００７】
　上述の課題を鑑み、本発明は、隣接回線の漏話によるエラーの発生を抑制すると共に、
十分な送信出力電力を確保して、データ通信を行うことができる通信システムおよび通信
方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上述の課題を解決するために、本発明に係る通信システムは、集合装置と、集合装置と
の間でデータ通信を行う少なくとも第１及び第２の端末装置とからなる通信システムであ
って、端末装置と集合装置との間の通信状態の信号対雑音比を検出する信号対雑音比検出
部と、端末装置と集合装置との間の電力制御を行う送信出力制御部と、端末装置と集合装
置との間で測定した信号対雑音比と基準値とを比較して割り当てビット数を増減させ、雑
音環境変化に適応したビットレートに制御するレート適応制御部とを備え、第１の端末装
置と集合装置との間の通信を開始する際に、第２の端末装置と集合装置との間の信号対雑
音比を検出し、検出した信号対雑音比と基準値と比較しながら、第１の端末装置と集合装
置との間の送信出力電力を制御することを特徴とする。
【０００９】
　上記発明において、レート適応制御部は、基準値として下限基準値である第１の基準値
と第１の基準値より大きい値である第２の基準値とを有し、測定した信号対雑音比が第１
の基準値を下回れば、割り当てビット数を減じてビットレートを下げ、測定した信号対雑
音比が第２の基準値を超えれば、割り当てビット数を増加させてビットレートを上げる制
御を行い、送信出力電力の制御は、集合装置と第２の端末装置との間の信号対雑音比が第
１の基準値より低下したら、集合装置と第１の端末装置との間の送信出力電力を一定にし
、所定のタイムインターバルの経過後、レート適応制御により、集合装置と第２の端末装
置との間の信号対雑音比が第２の基準値まで回復したら、再び、集合装置と第１の端末装
置との間の送信出力電力を増加させる処理を繰り返して行うことを特徴とする。
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【００１０】
　上記発明において、集合装置と第１の端末装置との間の送信出力電力を、漸次増加させ
ることを特徴とする。
【００１１】
　上記発明において、さらに、第２の端末装置と集合装置との信号対雑音比を第２の基準
値から第１の基準値に変化させるときの第１の端末装置の送信出力電力を記憶した記憶手
段を備え、集合装置と第１の端末装置との間の送信出力電力を、記憶手段に記憶されてい
る送信出力電力に基づいて瞬時に増加させることを特徴とする。
【００１２】
　また、本発明は、集合装置と、集合装置との間でデータ通信を行う少なくとも第１及び
第２の端末装置とからなる通信システムの通信方法であって、第１の端末装置と集合装置
との間の通信を開始する際に、第２の端末装置と集合装置との間の信号対雑音比を検出す
るステップと、第２の端末装置と集合装置との間で測定した信号対雑音比と基準値とを比
較して割り当てビット数を増減させ、雑音環境変化に適応したビットレートに制御するス
テップと、検出した信号対雑音比と基準値と比較しながら、第１の端末装置と集合装置と
の間の送信出力電力を制御するステップと、を備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、送信出力電力を増加させる際に、隣接回線のＳＮＲマージンの変動を
検出し、ＳＲＡ動作により隣接回線のＳＮＲマージンが改善されるのを判定しながら、送
信出力電力を増加させているので、隣接回線の漏話によるエラーの発生やリンク切れを抑
制すると共に、十分な出力電力まで、送信出力電力を増加させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の第１の実施形態の通信システムの概要を示すブロック図である。
【図２】本発明の第１の実施形態の通信システムにおける集合装置及びモデム装置の機能
ブロック図である。
【図３】本発明の第１の実施形態における集合装置とモデム装置との関係の説明図である
。
【図４】本発明の第１の実施形態におけるＳＮＲマージンの変化と送信電力の変化を示し
たグラフである。
【図５】本発明の第１の実施形態の動作を示すシーケンス図である。
【図６】本発明の第１の実施形態の動作を示すシーケンス図である。
【図７】本発明の第１の実施形態の動作を示すフローチャートである。
【図８】本発明の第１の実施形態の動作を示すフローチャートである。
【図９】本発明の第２の実施形態の通信システムにおける集合装置及びモデム装置の機能
ブロック図である。
【図１０】本発明の第１の実施形態におけるＳＮＲマージンの変化と送信電力の変化を示
したグラフである。
【図１１】本発明の第２の実施形態の動作を示すフローチャートである。
【図１２】本発明の第２の実施形態の動作を示すフローチャートである。
【図１３】本発明の第３の実施形態における集合装置とモデム装置との関係の説明図であ
る。
【図１４】本発明の第３の実施形態のフローチャートである。
【図１５】本発明の第４の実施形態の動作を示すフローチャートである。
【図１６】本発明の第４の実施形態の動作を示すフローチャートである。
【図１７】メタリックケーブルの説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の実施の形態について図面を参照しながら説明する。
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＜第１の実施形態＞
　図１は、本発明の第１の実施形態の通信システムの概要を示すものである。図１に示す
ように、本発明の第１の実施形態の通信システムは、集合装置１と、複数のモデム装置（
端末装置）２ａ、２ｂ、…とから構成されている。集合装置１は、例えばマンションの共
有スペースに設置されている。集合装置１は、光アクセス装置や光ファイバケーブル５を
介して、通信網４に接続されると共に、構内のメタリックケーブル３を介して、モデム装
置２ａ、２ｂ、…に接続されている。
　モデム装置２ａ、２ｂ、…は、例えばマンションの各部屋に設定されている。モデム装
置２ａ、２ｂ、…には、それぞれ、パーソナルコンピュータ等のデータ通信機器が接続さ
れている。
【００１６】
　図２は、本発明の第１の実施形態の通信システムにおける集合装置及びモデム装置の機
能ブロック図である。
　図２において、集合装置１は、送受信部１１ａ、１１ｂ、…と、下り送信出力制御部１
２ａ、１２ｂ、…と、上りＳＮＲ測定部１３ａ、１３ｂ、…と、ＳＲＡ制御部１４ａ、１
４ｂ、…と、時間測定部１５ａ、１５ｂ、…とを備えている。
　送受信部１１ａ、１１ｂ、…は、構内に設置されたモデム装置２ａ、２ｂ、…との間で
、ＶＤＳＬ方式でデータの送受信を行うものである。送受信部１１ａ、１１ｂ、…は、少
なくとも、モデム装置２ａ、２ｂ、…に対応した数だけ用意されている。
【００１７】
　下り送信出力制御部１２ａ、１２ｂ、…は、集合装置１側から、モデム装置２ａ、２ｂ
、…側にデータを送信する際の下りリンクの送信出力電力を制御している。下り送信出力
制御部１２ａ、１２ｂ、…は、送受信部１１ａ、１１ｂ、…に対応した数だけ設けられる
。
　上りＳＮＲ測定部１３ａ、１３ｂ、…は、各モデム装置２ａ、２ｂ、…から、集合装置
１への上りリンクの回線のＳＮＲを測定している。上りＳＮＲ測定部１３ａ、１３ｂ、…
は、送受信部１１ａ、１１ｂ、…に対応した数だけ設けられる。
【００１８】
　ＳＲＡ制御部１４ａ、１４ｂ、…は、ＳＲＡ(Seamless rate adaptation：シームレス
・レート・アダプテーション)の機能を実現するものである。ＳＲＡは、測定したＳＮＲ
マージンと基準値とを比較して割り当てビット数を増減させ、雑音環境変化に応じて、リ
ンクのビットレートを最適化するものである。すなわち、ＳＲＡ制御では、一定時間内に
検知したＳＮＲが基準値を下回る程に減少すれば、サブキャリアに割り当てられるビット
数を減じることによりビットレートを落としてＳＮＲを増加させ、基準値を超える程に増
加すれば、サブキャリアに割り当てるビット数を増加させることにより、ビットレートを
上げて、ＳＮＲを減少させるように制御する。ＳＲＡ制御部１４ａ、１４ｂ、…は、送受
信部１１ａ、１１ｂ、…に対応した数だけ設けられる。
【００１９】
　時間測定部１５ａ、１５ｂ、…は、妨害を受けた通信のＳＮＲマージンがダウンシフト
マージンβより低下したのを受けて、妨害を与える通信の送信出力電力を一定にしてから
、所定時間のタイムインターバルを設定するものである。ダウンシフトマージンβ（単位
ｄＢ）は、ＳＲＡ制御を起動するときの下限基準値（第１の基準値）である。ダウンシフ
トマージン（β＋１）は、ＳＲＡ制御から回復させるときの基準値（第２の基準値）であ
り、下限基準値よりも大きい値である。時間測定部１５ａ、１５ｂ、…は、送受信部１１
ａ、１１ｂ、…に対応した数だけ設けられる。
【００２０】
　モデム装置２ａ、２ｂ、…は、それぞれ、送受信部５１ａ、５１ｂ、…と、上り送信出
力制御部５２ａ、５２ｂ、…と、下りＳＮＲ測定部５３ａ、５３ｂ、…とを備えている。
　送受信部５１ａ、５１ｂ、…は、それぞれ、例えばＶＤＳＬ方式により、集合装置１と
データ通信を行うものである。
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【００２１】
　上り送信出力制御部５２ａ、５２ｂ、…は、モデム装置２ａ、２ｂ、…側から集合装置
１側にデータを送信する際の上りリンクの送信出力電力を制御している。
　下りＳＮＲ測定部５３ａ、５３ｂ、…は、集合装置１から各モデム装置２ａ、２ｂ、…
への下りリンクの回線のＳＮＲを測定している。
　前述したように、集合装置１と、各モデム装置２ａ、２ｂ、…とは、構内のメタリック
ケーブル３を介して接続されている。構内のメタリックケーブル３では、例えば、同一カ
ッド内のケーブルの間では、漏話雑音の影響を受けやすい。
　ここでは、図３に示すように、集合装置１と、モデム装置２ａ及び２ｂとがあり、集合
装置１とモデム装置２ａとの間の通信回線と、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の通信
回線とは、互いに、漏話の影響を受けやすい状態にあるとする。
【００２２】
　本発明の第１の実施形態では、以下に示すような処理により、このような状態でも、漏
話の影響によるＳＮＲマージンを改善しつつ、十分な送信出力電力で、通信を行えるよう
にしている。
　例えば、集合装置１とモデム装置２ａとの間の通信中に、集合装置１とモデム装置２ｂ
との間の通信が開始されたとする。集合装置１とモデム装置２ｂとの間の通信を開始し、
集合装置１とモデム装置２ｂとの間で、送信出力電力を徐々に増大していくと、これに伴
い、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンαは低下していく。本発明の第
１の実施形態では、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンがＳＲＡ制御の
動作を行うダウンシフトマージンβより低下したら、集合装置１とモデム装置２ｂとの間
の送信出力電力を一定にし、所定のインターバルの経過の後に、集合装置１とモデム装置
２ａとの間で、ＳＲＡ制御を行い、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージン
αが、ダウンシフトマージン（β＋１）まで回復したら、再び、集合装置１とモデム装置
２ｂとの間で、送信出力電力が徐々に増大させる。以下、同様の処理が繰り返される。
【００２３】
　これにより、例えば、集合装置１とモデム装置２ａとの間の通信中に、集合装置１とモ
デム装置２ｂとの間の通信が開始された場合に、集合装置１とモデム装置２ａとの間の通
信のＳＮＲマージンαをダウンシフトマージンβより小さい値に低下させることなく、集
合装置１とモデム装置２ｂとの間の通信の送信出力電力を十分に上げることができる。
【００２４】
　図４は、集合装置１とモデム装置２ａとの間の通信中に、集合装置１とモデム装置２ｂ
との間の通信が開始された場合の、集合装置１とモデム装置２ａとの間の通信のＳＮＲマ
ージンαの変化と、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の通信の送信出力電力の変化を示
したグラフである。
【００２５】
　図４において、横軸は時間を示し、縦軸は集合装置１とモデム装置２ａとの間の通信の
ＳＮＲマージンα及び集合装置１とモデム装置２ｂとの間の通信の送信出力電力を示して
いる。また、折線Ａ１は集合装置１とモデム装置２ａとの間の通信のＳＮＲマージンαの
変化を示し、折線Ｂ１は集合装置１とモデム装置２ｂとの間の通信の送信出力電力の変化
を示している。
【００２６】
　時刻ｔ０で、折線Ａ１で示すように、集合装置１とモデム装置２ａとの間の通信中に、
集合装置１とモデム装置２ｂとの間の通信が開始されると、時刻ｔ０～時刻ｔ１では、折
線Ｂ１で示すように、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の送信出力電力は徐々に増大し
、折線Ａ１で示すように、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンαは、漏
話雑音の影響により、徐々に低下していく。
【００２７】
　時刻ｔ１で、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンαがダウンシフトマ
ージンβより低下すると、折線Ｂ１で示すように、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の
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送信出力電力は、所定のインターバルＴの間で、一定に保たれる。そして、所定のインタ
ーバルＴの経過の後の時刻ｔ２から、集合装置１とモデム装置２ａとの間で、ＳＲＡ制御
が行われる。
　時刻ｔ２からは、折線Ａ１で示すように、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲ
マージンαは、ＳＲＡ制御により徐々に回復していく。そして、時刻ｔ３で、集合装置１
とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンαは、ダウンシフトマージン（β＋１）まで回
復する。
【００２８】
　時刻ｔ３で、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンαがダウンシフトマ
ージン（β＋１）まで回復したら、折線Ｂ１で示すように、再び、集合装置１とモデム装
置２ｂとの間の送信出力電力が徐々に増大される。
　時刻ｔ３～時刻ｔ４では、折線Ｂ１で示すように、集合装置１とモデム装置２ｂとの間
で送信出力電力を徐々に増大していくのに伴い、折線Ａ１で示すように、集合装置１とモ
デム装置２ａとの間のＳＮＲマージンαは低下していく。
【００２９】
　時刻ｔ４で、折線Ａ１で示すように、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマー
ジンがダウンシフトマージンβより低下すると、折線Ｂ１で示すように、集合装置１とモ
デム装置２ｂとの間の送信出力電力は一定に保たれ、所定のインターバルＴの経過の後の
時刻ｔ５で、集合装置１とモデム装置２ａとの間で、ＳＲＡ制御が行われる。これにより
、折線Ａ１で示すように、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンαが回復
していく。
【００３０】
　時刻ｔ６で、ＳＲＡ制御により、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージン
αがダウンシフトマージン（β＋１）まで回復したら、再び、集合装置１とモデム装置２
ｂとの間で、送信出力電力が徐々に増大される。以下、送信出力電力がＭＡＸになるまで
、同様の処理が繰り返される。
【００３１】
　図４に示すように、このような処理により、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の通信
のＳＮＲマージンをダウンシフトマージンβより小さな値に低下させることなく、集合装
置１とモデム装置２ｂとの間の通信の送信出力電力を十分に上げることができるようにな
る。
　図５及び図６は、本発明の第１の実施形態の動作を示すシーケンス図である。図５は、
上り回線の信号処理のシーケンス図を示し、図６は、下り回線の信号処理のシーケンス図
を示している。
【００３２】
　図５において、集合装置１とモデム装置２ａとが通信中に（ステップＳ１１）、集合装
置１とモデム装置２ｂとの通信が開始されると（ステップＳ１２）、集合装置１はモデム
装置２ｂに、出力増加命令を送信する（ステップＳ１３）。モデム装置２ｂは、出力増加
命令を受信すると、モデム装置２ｂから集合装置１への上り回線の送信出力電力を徐々に
増大させる（ステップＳ１４）。モデム装置２ｂから集合装置１への上り回線の送信出力
電力を増大させていくと、集合装置１とモデム装置２ａとの間の上り回線のＳＮＲマージ
ンαが低下していく（ステップＳ１５）。
【００３３】
　集合装置１は、モデム装置２ａから集合装置１への上り回線のＳＮＲマージンを計測し
（ステップＳ１６）、モデム装置２ａから集合装置１への上り回線のＳＮＲマージンαが
ダウンシフトマージンβより低下し、（α＜β）になると（ステップＳ１７）、集合装置
１はモデム装置２ｂに、出力増加停止命令を送信する（ステップＳ１８）。
　モデム装置２ｂは、出力増加停止命令を受信すると、モデム装置２ｂから集合装置１へ
の上り回線の送信出力電力を一定にする（ステップＳ１９）。
【００３４】
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　また、集合装置１は、ステップＳ１７で、モデム装置２ａから集合装置１へのＳＮＲマ
ージンαがダウンシフトマージンβより低下したことを検出すると、所定のインターバル
Ｔの経過を待ち（ステップＳ２０）、集合装置１とモデム装置２ａとの間で、ＳＲＡ制御
を行う（ステップＳ２１）。ＳＲＡ制御が行われると、モデム装置２ａから集合装置１へ
の上り回線のビットレートが下げられ、ＳＮＲマージンが改善していく（ステップＳ２２
）。モデム装置２ａから集合装置１への上り回線のＳＮＲマージンαがダウンシフトマー
ジン（β＋１）より改善し、（α＞β＋１）になると（ステップＳ２３）と、集合装置１
はモデム装置２ｂに、再び、出力増加命令を送信する（ステップＳ２４）。以下、同様の
処理が繰り返される。
【００３５】
　図６は、下り回線の信号処理のシーケンス図を示している。図６において、集合装置１
とモデム装置２ａとが通信中に（ステップＳ５１）、集合装置１とモデム装置２ｂとの通
信が開始されると（ステップＳ５２）、集合装置１は、集合装置１からモデム装置２ｂへ
の下り回線の送信出力電力を徐々に増大させる（ステップＳ５３）。集合装置１からモデ
ム装置２ｂへの下り回線の送信出力電力を増大させていくと、モデム装置２ｂと集合装置
１との間の下り回線のＳＮＲマージンが低下していく（ステップＳ５４）。
【００３６】
　モデム装置２ｂは、集合装置１からモデム装置２ｂへの下り回線のＳＮＲマージンを計
測しており（ステップＳ５５）、モデム装置２ｂは集合装置１に、このＳＮＲマージンを
定期的（例えば２秒毎）に送信している（ステップＳ５６）。
　集合装置１からモデム装置２ａへの下り回線のＳＮＲマージンαがダウンシフトマージ
ンβより低下し、（α＜β）になると（ステップＳ５７）と、集合装置１は、集合装置１
からモデム装置２ｂへの下り回線の送信出力電力を一定にする（ステップＳ５８）。
【００３７】
　また、集合装置１は、ステップＳ５７で、集合装置１からモデム装置２ａへのＳＮＲマ
ージンαがダウンシフトマージンβより低下したことを検出すると、所定のインターバル
Ｔの経過を待ち（ステップＳ５９）、集合装置１とモデム装置２ａとの間で、ＳＲＡ制御
を行う（ステップＳ６０）。ＳＲＡ制御が行われると、集合装置１からモデム装置２ａへ
の下り回線のビットレートが下げられ、ＳＮＲマージンが改善していく（ステップＳ６１
）。集合装置１からモデム装置２ａへの下り回線のＳＮＲマージンαがダウンシフトマー
ジン（β＋１）より改善し、（α＞β＋１）になると（ステップＳ６２）と、集合装置１
は、再び、集合装置１からモデム装置２ｂへの下り回線の送信出力電力を徐々に増大させ
る（ステップＳ６３）。以下、同様の処理が繰り返される。
【００３８】
　図７及び図８は、本発明の第１の実施形態の動作を示すフローチャートである。図７は
、上り回線の信号処理を行う場合の集合装置１の処理を示し、図８は、下り回線の信号処
理を行う場合の集合装置１の処理を示している。
　図７において、集合装置１とモデム装置２ｂとの通信を開始すると（ステップＳ１０１
）、集合装置１は、集合装置１とモデム装置２ｂとの電力の増大の影響により、集合装置
１とモデム装置２ｂの上り回線以外で、ＳＮＲマージン低下がある上り回線があるかどう
かを判定する（ステップＳ１０２）。ＳＮＲマージン低下がある上り回線がなければ、処
理を終了する。
【００３９】
　集合装置１とモデム装置２ｂとの電力の増大の影響により、ＳＮＲマージン低下がある
上り回線がある場合には、集合装置１は、モデム装置２ｂに、出力増加命令を送信し（ス
テップＳ１０３）、ＳＮＲマージン低下のある上り回線（ここでは、モデム装置２ａから
集合装置１への上り回線）のＳＮＲマージンαがＳＲＡ制御の動作を行うダウンシフトマ
ージンβより低下し、（α＜β）になったかどうかを判定する（ステップＳ１０４）。
　モデム装置２ａから集合装置１への上り回線のＳＮＲマージンαがダウンシフトマージ
ンβより低下したことが検出された場合には、集合装置１は、モデム装置２ｂに、出力増
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加停止命令を送信し（ステップＳ１０５）、所定のインターバルＴの経過を待ち（ステッ
プＳ１０６）、ＳＲＡ制御部１４ａを動作させる（ステップＳ１０７）。
【００４０】
　ＳＲＡ制御が行われると、モデム装置２ａから集合装置１への上り回線のビットレート
が下げられ、ＳＮＲマージンが改善していく。ＳＮＲ動作を行っている間、モデム装置２
ａは、モデム装置２ａから集合装置１への上り回線のＳＮＲマージンαがダウンシフトマ
ージン（β＋１）より大きくなったかどうかを判定する。モデム装置２ａから集合装置１
への上り回線のＳＮＲマージンαがダウンシフトマージン（β＋１）より大きくなったこ
とが検出されると、集合装置１は、集合装置１とモデム装置２ｂとの電力の送信出力電力
Ｗが最大値ＭＡＸに達したかどうかを判定し、最大値ＭＡＸに達していなければ、ステッ
プＳ１０３に処理をリターンし、同様の処理が繰り返される。
【００４１】
　図８は、下り回線の信号処理を行う場合の集合装置１の処理を示している。図８におい
て、集合装置１とモデム装置２ｂとの通信を開始すると（ステップＳ２０１）、集合装置
１は、集合装置１とモデム装置２ｂとの電力の増大の影響により、集合装置１とモデム装
置２ｂとの下り回線以外で、ＳＮＲマージン低下がある下り回線があるかどうかを判定す
る（ステップＳ２０２）。ＳＮＲマージン低下がある下り回線がなければ、処理を終了す
る。
【００４２】
　集合装置１とモデム装置２ｂとの電力の増大の影響により、ＳＮＲマージン低下がある
下り回線がある場合には、集合装置１は、集合装置１からモデム装置２ｂへの下り回線の
送信出力電力を徐々に増加させる（ステップＳ２０３）。そして、集合装置１は、ＳＮＲ
マージン低下のある下り回線（ここでは、集合装置１からモデム装置２ａへの下り回線）
のＳＮＲマージンを取得するために、モデム装置２ａからのＳＮＲマージンの情報を受信
し（ステップＳ２０４）、ＳＮＲマージンαがＳＲＡ制御の動作を行うダウンシフトマー
ジンβより低下し、（α＜β）になったかどうかを判定する（ステップＳ２０５）。
【００４３】
　集合装置１からモデム装置２ａへの下り回線のＳＮＲマージンαがＳＲＡ制御の動作を
行うダウンシフトマージンβより低下したことが検出された場合には、集合装置１は、集
合装置１からモデム装置２ｂへの送信出力電力を一定にし（ステップＳ２０６）、所定の
インターバルＴの経過を待ち（ステップＳ２０７）、ＳＲＡ制御部１４ａを動作させる（
ステップＳ２０８）。
【００４４】
　ＳＲＡ制御が行われると、集合装置１からモデム装置２ａへの下り回線のビットレート
が下げられ、ＳＮＲマージンが改善していく。ＳＮＲ動作を行っている間、集合装置１は
、モデム装置２ａからのＳＮＲマージンの情報を受信し（ステップＳ２０９）、集合装置
１からモデム装置２ａへの上り回線のＳＮＲマージンαがダウンシフトマージン（β＋１
）より大きくなったかどうかを判定する（ステップＳ２１０）。集合装置１からモデム装
置２ａへの上り回線のＳＮＲマージンαがダウンシフトマージン（β＋１）より大きくな
ったことが検出されると、集合装置１は、集合装置１からモデム装置２ｂへの下り送信出
力電力Ｗが最大値ＭＡＸに達したかどうかを判定し、最大値ＭＡＸに達していなければ、
ステップＳ１０３に処理がリターンされ、同様の処理が繰り返される。
【００４５】
　以上説明したように、本発明の第１の実施形態では、モデム装置２ａと集合装置１との
通信中に、モデム装置２ｂと集合装置１との通信を行う際に、集合装置１とモデム装置２
ｂとの間の送信出力電力を徐々に増大させ、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲ
マージンを判定し、ＳＮＲマージンαがダウンシフトマージンβより低下したら、集合装
置１とモデム装置２ｂとの間の送信出力電力を一定にし、所定のタイムインターバルの経
過後、ＳＲＡ制御部を動作させ、集合装置１とモデム装置２ａとのＳＮＲマージンがダウ
ンシフトマージン（β＋１）まで回復したら、再び、集合装置１とモデム装置２ｂとの間
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の送信出力電力を増大させる処理を繰り返すように電力制御を行っている。これにより、
集合装置１とモデム装置２ｂとの間の通信のＳＮＲマージンを低下させることなく、集合
装置１とモデム装置２ｂとの間の通信の送信電力を規定値まで上げることができる。
【００４６】
＜第２の実施形態＞
　次に、本発明の第２の実施形態について説明する。図９は、本発明の第２の実施形態の
通信システムにおける集合装置及びモデム装置の機能ブロック図である。図９に示すよう
に、本発明の第２の実施形態では、前述の第１の実施形態の構成に加えて、集合装置１に
、ＳＲＡ動作出力記憶部１６ａ、１６ｂ、…が備えられている。他の構成については、前
述の第１の実施形態と同様である。
【００４７】
　ＳＲＡ動作出力記憶部１６ａ、１６ｂ、…には、ＳＲＡ動作になる時の送信出力電力、
すなわち、妨害を受ける回線のＳＮＲマージンがダウンシフトマージン（β＋１）からダ
ウンシフトマージンβになる送信出力電力が記憶される。この実施形態では、ＳＲＡ動作
出力記憶部１６ａ、１６ｂに記憶されている送信出力電力を用いることで、最大送信出力
電力に設定するまでの時間を短縮できる。
　前述の第１の実施形態と同様に、図３に示したように、集合装置１と、モデム装置２ａ
及び２ｂとがあり、集合装置１とモデム装置２ａとの間の通信と、集合装置１とモデム装
置２ｂとの間の通信とは、互いに、漏話の影響を受けやすい状態にあるとする。本発明の
第２の実施形態では、以下に示すような処理が行われる。
【００４８】
　例えば、集合装置１とモデム装置２ａとの間の通信中に、集合装置１とモデム装置２ｂ
との間の通信が開始されたとする。集合装置１とモデム装置２ｂとの間の通信が開始され
ると、集合装置１とモデム装置２ａとの間は、その漏話雑音の影響を受け、ＳＮＲマージ
ンαが低下する。ＳＲＡ動作出力記憶部１６ｂには、モデム装置２ａのＳＮＲマージンが
ダウンシフトマージン（β＋１）からダウンシフトマージンβまで低下することになるモ
デム装置２ｂの送信出力電力γが記憶されている。
【００４９】
　集合装置１とモデム装置２ｂとの間で、送信出力電力を増大すると、これに伴い、集合
装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンαは低下していく。本発明の第２の実施
形態では、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンがＳＲＡ制御の動作を行
うダウンシフトマージンβより低下したら、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の送信出
力電力を一定に保ち、所定のインターバルの経過の後に、集合装置１とモデム装置２ａと
の間で、ＳＲＡ制御を行い、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンαが、
ダウンシフトマージン（β＋１）まで回復したら、集合装置１とモデム装置２ｂとの間で
、ＳＲＡ動作出力記憶部１６ｂに記憶されている送信出力電力γに基づいて、送信出力電
力を増大させる。以下、同様の処理が繰り返される。
【００５０】
　これにより、例えば、集合装置１とモデム装置２ａとの間の通信中に、集合装置１とモ
デム装置２ｂとの間の通信が開始された場合に、集合装置１とモデム装置２ａとの間の通
信のＳＮＲマージンαをダウンシフトマージンβより小さな値に低下させることなく、集
合装置１とモデム装置２ｂとの間の通信の送信出力電力を十分に上げることができる。こ
の場合、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の通信の送信出力電力を増大させる際に、Ｓ
ＲＡ動作出力記憶部１６ｂに記憶されている送信出力電力に基づいて、ＳＮＲマージンが
ダウンシフトマージン（β＋１）からダウンシフトマージンβになる送信出力電力γまで
瞬時に増大させているので、制御時間の短縮が図れる。
【００５１】
　図１０は、本発明の第２の実施形態において、集合装置１とモデム装置２ａとの間の通
信中に、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の通信が開始された場合の、集合装置１とモ
デム装置２ｂとの間の通信のＳＮＲマージンαの変化と、集合装置１とモデム装置２ｂと



(11) JP 5382945 B2 2014.1.8

10

20

30

40

50

の間の通信の送信出力電力の変化を示したグラフである。
【００５２】
　時刻ｔ１０で、集合装置１とモデム装置２ａとの間の通信中に、集合装置１とモデム装
置２ｂとの間の通信が開始されると、時刻ｔ１０～時刻ｔ１１では、折線Ｂ１１で示すよ
うに、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の送信出力電力は、ＳＲＡ動作出力記憶部１６
ｂに記憶されている送信出力電力に基づいて、瞬時に増大する。これに伴い、折線Ａ１１
で示すように、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンαは、漏話雑音の影
響により、ＳＮＲマージンはダウンシフトマージンβまで瞬時に低下する。
【００５３】
　時刻ｔ１１で、折線Ａ１１で示すように、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲ
マージンαがダウンシフトマージンβより低下すると、折線Ｂ１１で示すように、集合装
置１とモデム装置２ｂとの間の送信出力電力は、所定のインターバルＴの間で、一定に保
たれる。そして、所定のインターバルＴの経過の後の時刻ｔ１２から、集合装置１とモデ
ム装置２ａとの間で、ＳＲＡ制御が行われる。
　時刻ｔ１２からは、折線Ａ１１で示すように、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳ
ＮＲマージンαは、ＳＲＡ制御により徐々に回復していく。そして、時刻ｔ１３で、集合
装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンαは、ダウンシフトマージン（β＋１）
まで瞬時に回復する。
【００５４】
　時刻ｔ１３で、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンαがダウンシフト
マージン（β＋１）まで回復したら、折線Ｂ１１で示すように、ＳＲＡ動作出力記憶部１
６ｂに記憶されている送信出力電力γに基づいて、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の
送信出力電力が増大する。
　時刻ｔ１３～時刻ｔ１４では、折線Ｂ１１で示すように、集合装置１とモデム装置２ｂ
との間で送信出力電力の増大に伴い、折線Ａ１１で示すように、集合装置１とモデム装置
２ａとの間のＳＮＲマージンαは、ＳＮＲマージンはダウンシフトマージンβまで、瞬時
に低下する。
【００５５】
　時刻ｔ１４で、折線Ａ１１で示すように、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲ
マージンがダウンシフトマージンβより低下すると、折線Ｂ１１で示すように、集合装置
１とモデム装置２ｂとの間の送信出力電力は一定に保たれ、所定のインターバルＴの経過
の後の時刻ｔ１５で、集合装置１とモデム装置２ａとの間で、ＳＲＡ制御が行われる。こ
れにより、折線Ａ１１で示すように、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージ
ンαが回復していく。
【００５６】
　時刻ｔ１６で、ＳＲＡ制御により、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージ
ンαがダウンシフトマージン（β＋１）まで回復したら、再び、集合装置１とモデム装置
２ｂとの間で、ＳＲＡ動作出力記憶部１６ｂに記憶されている送信出力電力γに基づいて
、送信出力電力が瞬時に増大していく。以下、同様の処理が繰り返される。
　図４と図９とを比較すれば分かるように、本発明の第２の実施形態では、妨害を受けた
通信のＳＮＲマージンがダウンシフトマージン（β＋１）までが回復したときの送信出力
電力γが記憶されているので、最大電力に設定するまでの時間を短縮できる。
　図１１及び図１２は、本発明の第２の実施形態の動作を示すフローチャートである。図
１１は、上り回線の信号処理を行う場合の集合装置１の処理を示し、図１２は、下り回線
の信号処理を行う場合の集合装置１の処理を示している。
【００５７】
　図１１において、集合装置１とモデム装置２ｂとの通信を開始すると（ステップＳ３０
１）、集合装置１は、集合装置１とモデム装置２ｂとの電力の増大の影響により、集合装
置１とモデム装置２ｂ以外の回線で、ＳＮＲマージン低下がある上り回線があるかどうか
を判定する（ステップＳ３０２）。ＳＮＲマージン低下がある上り回線がなければ、処理
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を終了する。
【００５８】
　集合装置１とモデム装置２ｂとの電力の増大の影響により、ＳＮＲマージン低下がある
上り回線がある場合には、集合装置１は、ＳＲＡ動作出力記憶部１６ｂに、集合装置１と
モデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンがダウンシフトマージン（β＋１）からダウンシ
フトマージンβになる送信出力電力γが記憶されているかどうかを判定する（ステップＳ
３０３）。
【００５９】
　ステップＳ３０３で、ＳＲＡ動作出力記憶部１６ｂに、ＳＮＲマージンがダウンシフト
マージン（β＋１）からダウンシフトマージンβになる送信出力電力γが記憶されている
場合には、モデム装置２ｂに、ＳＲＡ動作出力記憶部１６ｂに記憶されている送信出力電
力γに基づいて、出力増加命令を送信する（ステップＳ３０４）。ＳＲＡ動作出力記憶部
１６ｂに記憶されている送信出力電力γは、ＳＮＲマージンがダウンシフトマージン（β
＋１）からダウンシフトマージンβになる送信出力電力であるから、集合装置１とモデム
装置２ａとの間のＳＮＲマージンは、ダウンシフトマージンβに瞬時に上がる。
【００６０】
　ステップＳ３０３で、ＳＲＡ動作出力記憶部１６ｂに、ＳＮＲマージンがダウンシフト
マージン（β＋１）からダウンシフトマージンβになる送信出力電力γが記憶されていな
い場合には、集合装置１は、モデム装置２ｂに、出力増加命令を送信し（ステップＳ３０
５）、モデム装置２ａから集合装置１への上り回線のＳＮＲマージンαがＳＲＡ制御の動
作を行うダウンシフトマージンβより低下し、（α＜β）になったかどうかを判定する（
ステップＳ３０６）。
【００６１】
　モデム装置２ａから集合装置１への上り回線のＳＮＲマージンαがダウンシフトマージ
ンβより低下したことが検出された場合には、集合装置１は、モデム装置２ｂに、出力増
加停止命令を送信し（ステップＳ３０７）、所定のインターバルＴの経過を待ち（ステッ
プＳ３０８）、ＳＲＡ制御部１４ａを動作させる（ステップＳ３０９）。
　ＳＲＡ制御が行われると、モデム装置２ａから集合装置１への上り回線のビットレート
が下げられ、ＳＮＲマージンが改善していく。ＳＲＡ動作を行っている間、モデム装置２
ａは、モデム装置２ａから集合装置１への上り回線のＳＮＲマージンαがダウンシフトマ
ージン（β＋１）より大きくなったかどうかを判定する。
【００６２】
　モデム装置２ａから集合装置１への上り回線のＳＮＲマージンαがダウンシフトマージ
ン（β＋１）より大きくなったことが検出されると、集合装置１は、ＳＲＡ動作出力記憶
部１６ｂに、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンがダウンシフトマージ
ン（β＋１）からダウンシフトマージンβになる送信出力電力γを記憶する（ステップＳ
３１１）。そして、集合装置１は、集合装置１とモデム装置２ｂとの電力の送信出力電力
Ｗが最大値ＭＡＸに達したかどうかを判定し（ステップＳ３１２）、最大値ＭＡＸに達し
ていなければ、ステップＳ１０３に処理をリターンし、同様の処理が繰り返される。
【００６３】
　図１２は、下り回線の信号処理を行う場合の集合装置１の処理を示している。図１２に
おいて、集合装置１とモデム装置２ｂとの通信を開始すると（ステップＳ４０１）、集合
装置１は、集合装置１とモデム装置２ｂとの電力の増大の影響により、集合装置１とモデ
ム装置２ｂ以外の回線で、ＳＮＲマージン低下がある下り回線があるかどうかを判定する
（ステップＳ４０２）。ＳＮＲマージン低下がある下り回線がなければ、処理を終了する
。
　集合装置１とモデム装置２ｂとの電力の増大の影響により、ＳＮＲマージン低下がある
下り回線がある場合には、集合装置１は、ＳＲＡ動作出力記憶部１６ｂに、集合装置１と
モデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンがダウンシフトマージン（β＋１）からダウンシ
フトマージンβになる送信出力電力γが記憶されているかどうかを判定する（ステップＳ
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４０３）。
【００６４】
　ステップＳ４０３で、ＳＲＡ動作出力記憶部１６ｂに、ＳＮＲマージンがダウンシフト
マージン（β＋１）からダウンシフトマージンβになる送信出力電力γが記憶されている
場合には、ＳＲＡ動作出力記憶部１６ｂに記憶されている送信出力電力γに基づいて、集
合装置１からモデム装置２ｂへの下り回線の電力を増加させる（ステップＳ４０４）。Ｓ
ＲＡ動作出力記憶部１６ｂに記憶されている送信出力電力γは、ＳＮＲマージンが（β＋
１）からβになる送信出力電力であるから、集合装置１とモデム装置２ａとの間のＳＮＲ
マージンは、ダウンシフトマージンβに瞬時に上がる。
【００６５】
　ステップＳ４０３で、ＳＲＡ動作出力記憶部１６ｂに、ＳＮＲマージンがダウンシフト
マージン（β＋１）からダウンシフトマージンβになる送信出力電力γが記憶されていな
い場合には、集合装置１からモデム装置２ｂへの下り回線の電力を徐々に増加させる（ス
テップＳ４０５）。そして、集合装置１は、モデム装置２ａからのＳＮＲマージンの情報
を受信し（ステップＳ４０６）、ＳＮＲマージンαがＳＲＡ制御の動作を行うダウンシフ
トマージンβより低下し、（α＜β）になったかどうかを判定する（ステップＳ４０７）
。
【００６６】
　集合装置１からモデム装置２ａへの下り回線のＳＮＲマージンαがＳＲＡ制御の動作を
行うダウンシフトマージンβより低下したことが検出された場合には、集合装置１は、集
合装置１からモデム装置２ｂへの電力を一定にし（ステップＳ４０８）、所定のインター
バルＴの経過を待ち（ステップＳ４０９）、ＳＲＡ制御部１４ａを動作させる（ステップ
Ｓ４１０）。
　ＳＲＡ制御が行われると、集合装置１からモデム装置２ａへの下り回線のビットレート
が下げられ、ＳＮＲマージンが改善していく。ＳＮＲ動作を行っている間、集合装置１は
、モデム装置２ａからのＳＮＲマージンの情報を受信し（ステップＳ４１１）、集合装置
１からモデム装置２ａへの上り回線のＳＮＲマージンαがダウンシフトマージン（β＋１
）より大きくなったかどうかを判定する（ステップＳ４１２）。集合装置１からモデム装
置２ａへの上り回線のＳＮＲマージンαがダウンシフトマージン（β＋１）より大きくな
ったことが検出されると、集合装置１は、ＳＲＡ動作出力記憶部１６ｂに、集合装置１と
モデム装置２ａとの間のＳＮＲマージンがダウンシフトマージン（β＋１）からダウンシ
フトマージンβになる送信出力電力γを記憶する（ステップＳ４１３）。そして、集合装
置１は、集合装置１からモデム装置２ｂへの下り送信出力電力Ｗが最大値ＭＡＸに達した
かどうかを判定し、最大値ＭＡＸに達していなければ、ステップＳ４０３に処理をリター
ンし、同様の処理が繰り返される。
【００６７】
　以上説明したように、本発明の第２の実施形態では、ＳＲＡ動作出力記憶部１６ａ、１
６ｂ、…に、ＳＲＡ動作時の送信出力、すなわち、妨害を受ける回線のＳＮＲマージンが
ダウンシフトマージン（β＋１）からダウンシフトマージンβになる送信電力γが記憶さ
れ、このＳＲＡ動作出力記憶部１６ａ、１６ｂに記憶されている送信電力γを用いて、送
信出力電力を瞬時に増加させているので、最大送信出力電力に設定するまでの時間を短縮
できる。
【００６８】
＜第３の実施形態＞
　前述までの説明では、集合装置１とモデム装置２ｂとの通信を開始する際に、それまで
通信を行っている集合装置１とモデム装置２ａとのＳＮＲマージンに漏話による影響を与
えないように、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力を増大させるような制御を行っ
ていた。しかしながら、集合装置１に繋がっているモデム装置は、これに限られるもので
はない。また、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力を増大させるような制御を行お
うとするときに、既に、別のモデム装置で、電力を増大させるような制御が行われている
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可能性がある。
【００６９】
　この第３の実施形態は、このように、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力を増大
させるような制御を行おうとするときに、既に、別のモデム装置で、電力を増大させるよ
うな制御が行われている場合の処理に関する。
　つまり、図１３に示すように、集合装置１には、モデム装置２ａ、２ｂが接続されてい
ると共に、モデム装置２ｘ、２ｙが接続されているとする。集合装置１とモデム装置２ａ
との間の通信と、集合装置１とモデム装置２ｂとの間との通信では、漏話の影響を受け易
いものとする。また、集合装置１とモデム装置２ｘとの間の通信と、集合装置１とモデム
装置２ｙとの間との通信では、漏話の影響を受け易いものとする。
【００７０】
　ここでは、以下のような状態を想定するものとする。集合装置１とモデム装置２ｘとが
通信を行っている間に、集合装置１とモデム装置２ｙとの通信が開始され、集合装置１と
モデム装置２ｙとの間の電力制御処理が実行中である。ここで更に、集合装置１とモデム
装置２ａとが通信を行っている間に、集合装置１とモデム装置２ｂとの通信が開始され、
集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力制御処理が必要になったとする。
　本発明の第３の実施形態では、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力制御処理が実
行中の間に、さらに、集合装置１とモデム装置２ｂとの電力制御処理を開始する場合には
、それまで行われている集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力制御処理が終了するの
を待って、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力制御処理を行うようにしている。
【００７１】
　図１４は、本発明の第３の実施形態のフローチャートである。図１４において、集合装
置１とモデム装置２ｂとの通信を開始すると、集合装置１は、集合装置１とモデム装置２
ｂとの電力の増大の影響により、集合装置１とモデム装置２ｂ以外の回線で、ＳＮＲマー
ジン低下がある回線があるかどうかを判定し（ステップＳ５０１）、ＳＮＲマージン低下
がある回線があるかどうかを判定すると、集合装置１は、他に電力制御処理が実行されて
いるかどうかを判定する（ステップＳ５０２）。他に電力制御処理が実行されていなけれ
ば、第１及び第２の実施形態で説明したような、通常の電力制御処理が行われる（ステッ
プＳ５０３）。
【００７２】
　他に電力制御処理が実行中の場合には、集合装置１は、それまで実行中の電力制御処理
を継続して行う。すなわち、それまで、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力制御処
理が行われていたら、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力を増大させ、集合装置１
とモデム装置２ｘとのＳＮＲマージンαがダウンシフトマージンβより低下したら、集合
装置１とモデム装置２ｙとの間の電力を一定に保ち、所定のタイムインターバルの経過後
、ＳＲＡ制御部を動作させ、集合装置１とモデム装置２ｘとのＳＮＲマージンαがダウン
シフトマージン（β＋１）まで回復したら、再び、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の
電力を徐々に増大させる処理が繰り返される（ステップＳ５０４）。そして、集合装置１
は、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力制御処理が終了したかどうかを判定する（
ステップＳ５０５）。
【００７３】
　ステップＳ５０５で、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力制御処理が終了したと
判定されると、集合装置１は、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力制御処理を行う
。すなわち、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力を徐々に増大させ、集合装置１と
モデム装置２ａとのＳＮＲマージンαがダウンシフトマージンβより低下したら、集合装
置１とモデム装置２ｂとの間の電力を一定に保ち、所定のタイムインターバルの経過後、
ＳＲＡ制御部を動作させ、集合装置１とモデム装置２ａとのＳＮＲマージンαがダウンシ
フトマージン（β＋１）まで回復したら、再び、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電
力を徐々に増大させる処理が繰り返される（ステップＳ５０６）。
【００７４】
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　このように、本発明の第３の実施形態では、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力
制御処理が実行中の間に、さらに、集合装置１とモデム装置２ｂとの通信が開始される場
合には、それまで行われている集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力制御処理が終了
するのを待って、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力制御処理を行うようにしてい
る。
【００７５】
＜第４の実施形態＞
　次に、本発明の第４の実施形態について説明する。この実施形態も、前述の第３の実施
形態と同様に、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力制御処理が実行中の間に、さら
に、集合装置１とモデム装置２ｂとの通信が開始される場合の電力制御処理に関するもの
である。
　前述の第３の実施形態では、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力制御処理が実行
中の間に、さらに、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力制御処理を行う場合には、
それまで行われている集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力制御処理が終了するのを
待って、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力制御処理を行うようにしていた。
【００７６】
　これに対して、この実施形態では、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力制御処理
が実行中の間に、さらに、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力制御処理を行う場合
には、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力制御処理と並列的に、集合装置１とモデ
ム装置２ｂとの間の電力制御処理を行うようにしている。
【００７７】
　図１５及び図１６は、本発明の第４の実施形態の動作を示すフローチャートである。図
１５において、集合装置１とモデム装置２ｂとの通信を開始すると、集合装置１は、集合
装置１とモデム装置２ｂとの電力の増大の影響により、集合装置１とモデム装置２ｂ以外
の回線で、ＳＮＲマージン低下がある回線があるかどうかを判定し（ステップＳ６０１）
、ＳＮＲマージン低下がある回線があるかどうかを判定すると、集合装置１は、他に電力
制御処理が実行されているかどうかを判定する（ステップＳ６０２）。他に電力制御処理
が実行されていなければ、第１及び第２の実施形態で説明したような、通常の電力制御処
理が行われる（ステップＳ６０３）。
【００７８】
　他に電力制御処理が実行中の場合には、集合装置１は、既に行われている電力制御処理
と、今回の電力制御処理とを並列的に動作させる（ステップＳ６０４）。
　図１６は、ステップＳ６０３の並列的に動作させる電力制御を示すフローチャートであ
る。図１６において、集合装置１は、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力制御処理
として、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力を徐々に増大させ（ステップＳ７０１
）、集合装置１とモデム装置２ｘとのＳＮＲマージンαがダウンシフトマージンβより低
下したかどうかを判定する（ステップＳ７０２）。そして、集合装置１とモデム装置２ｘ
とのＳＮＲマージンαがダウンシフトマージンβより低下したかどうかを判定すると、ス
テップＳ７０５に処理が進められる。
【００７９】
　また、これと並行して、集合装置１は、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力制御
処理として、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力を徐々に増大させ（ステップＳ７
０３）、集合装置１とモデム装置２ａとのＳＮＲマージンαがダウンシフトマージンβよ
り低下したかどうかを判定する（ステップＳ７０４）。そして、集合装置１とモデム装置
２ａとのＳＮＲマージンαがダウンシフトマージンβより低下したかどうかを判定すると
、ステップＳ７０５に処理が進められる。
　ステップＳ７０５で、集合装置１は、ＳＮＲマージンαがダウンシフトマージンβより
低下したのは、集合装置１とモデム装置２ｘとの間か、集合装置１とモデム装置２ａとの
間かを判定する。
【００８０】
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　ステップＳ７０５で、ＳＮＲマージンαがダウンシフトマージンβより低下したのは、
集合装置１とモデム装置２ｘとの間なら、集合装置１は、集合装置１とモデム装置２ｂと
の間の電力を一定に保つと共に、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力を一定に保ち
（ステップＳ７０６）、所定のタイムインターバルの経過後（ステップＳ７０７）、集合
装置１とモデム装置２ｘとの間のＳＲＡ制御部を動作させる（ステップＳ７０８）。そし
て、集合装置１は、集合装置１とモデム装置２ｘとのＳＮＲマージンαがダウンシフトマ
ージン（β＋１）まで回復したかどうかを判定し（ステップＳ７０９）、集合装置１とモ
デム装置２ｘとのＳＮＲマージンαがダウンシフトマージン（β＋１）まで回復したら、
集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力が最大値ＭＡＸに到達したかどうかを判定し（
ステップＳ７１０）、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力が最大値ＭＡＸに到達し
ていなければ、ステップＳ７０１及びＳ７０３にリターンする。
【００８１】
　ステップＳ７０５で、ＳＮＲマージンαがダウンシフトマージンβより低下したのは、
集合装置１とモデム装置２ａとの間なら、集合装置１は、集合装置１とモデム装置２ｙと
の間の電力を一定に保つと共に、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力を一定に保ち
（ステップＳ７１１）、所定のタイムインターバルの経過後（ステップＳ７１２）、集合
装置１とモデム装置２ａとの間のＳＲＡ制御部を動作させる（ステップＳ７１３）。そし
て、集合装置１は、集合装置１とモデム装置２ａとのＳＮＲマージンαがダウンシフトマ
ージン（β＋１）まで回復したかどうかを判定し（ステップＳ７１４）、集合装置１とモ
デム装置２ａとのＳＮＲマージンαがダウンシフトマージン（β＋１）まで回復したら、
集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力が最大値ＭＡＸに到達したかどうかを判定し（
ステップＳ７１５）、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力が最大値ＭＡＸに到達し
ていなければ、ステップＳ７０１及びＳ７０３にリターンする。
【００８２】
　ステップＳ７１０で、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力が最大値ＭＡＸに到達
した場合には、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力が最大値ＭＡＸに到達したかど
うかを判定し（ステップＳ７１６）、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力が最大値
ＭＡＸに到達していなければ、ステップＳ７０１及びＳ７０３に進み、集合装置１とモデ
ム装置２ｂとの間の電力が最大値ＭＡＸに到達したら、処理は終了となる。
【００８３】
　ステップＳ７１５で、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力が最大値ＭＡＸに到達
した場合には、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力が最大値ＭＡＸに到達したかど
うかを判定し（ステップＳ７１７）、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力が最大値
ＭＡＸに到達していなければ、ステップＳ７０１及びＳ７０３に進み、集合装置１とモデ
ム装置２ｙとの間の電力が最大値ＭＡＸに到達したら、処理は終了となる。
【００８４】
　以上説明したように、本発明の第４の実施形態では、集合装置１とモデム装置２ｙとの
間の電力制御処理が実行中の間に、さらに、集合装置１とモデム装置２ｂとの通信が開始
される場合には、集合装置１とモデム装置２ｙとの間の電力を徐々に増大させ、集合装置
１とモデム装置２ｘとのＳＮＲマージンαがダウンシフトマージンβより低下したかどう
かを判定する処理と、集合装置１とモデム装置２ｂとの間の電力を徐々に増大させ、集合
装置１とモデム装置２ａとのＳＮＲマージンαがダウンシフトマージンβより低下したか
どうかを判定する処理とを並列的に行うようにしている。このように、処理を並列的に行
わせることで、処理速度の向上が図れる。
【００８５】
　本発明は、上述した実施形態に限定されるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない
範囲内で様々な変形や応用が可能である。
【符号の説明】
【００８６】
１　集合装置
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２ａ、２ｂ…　モデム装置
３　メタリックケーブル
４　通信網
５　光ファイバケーブル
１１ａ、１１ｂ、…　送受信部
１２ａ、１２ｂ、…　下り送信出力制御部
１３ａ、１３ｂ、…　上りＳＮＲ測定部
１４ａ、１４ｂ、…　ＳＲＡ制御部
１５ａ、１５ｂ、…　時間測定部
１６ａ、１６ｂ、…　ＳＲＡ動作出力記憶部
５１ａ、５１ｂ、…　送受信部
５２ａ、５２ｂ、…　下りＳＮＲ送信出力制御部
５３ａ、５３ｂ、…　上り送信出力制御部

【図１】 【図２】
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